〔研究ノート〕子どもの自立と教育環境に関する研究 - 貧困家庭をめぐる論点の整理 -(前編) by 永山 誠 et al.
はじめに―貧困と人間関係―
幸せな生活を実現するには，貧困にならないことが前提となる。貧困とは貧乏で苦しいことといわ
れるように，人並みの日常生活ができないで苦労している状態である。貧困問題は，歴史的，国際的
にいって途絶えることなく取り上げられ，問題の軽重を別にすれば，貧困のベーシックな要素はやは
り賃金や所得の低位性と不安定性である。
杉村（2010:2025）は，所得の低位性と不安定性を考える場合に，①消費生活は所得の格差と必ず
しも相関しない。理由は消費水準が社会的に上昇（「社会的強制費」の増大）するので低所得でも金の
かかる生活を余儀なくされる，②消費に所得を均衡させようとする意思が各種ローン，クレジットカ
ード利用を普及させ，所得の低位性と不安定性を形式上補う生活が恒常化する。その結果，家計費の
大小だけで貧困問題を論じるわけにはいかないiと述べる。言いかえると，消費生活の費用面での増
大は必ずしも豊かさの表現とはいえず，むしろ自由裁量の少ない「硬直した家計」が貧困の重要な表
現形態といえる。所得が平均的であれ，突然の失業等でにわかに貧困に陥るということもある。
ところでアメリカ発金融恐慌（リーマンショック）後，「派遣切り」が大規模に始まり，ボラン
ティアによる救済のため「派遣村」が設置されるなど規模の大きい市民運動が起こったことは周知の
ことである。この中で相談活動を行った支援者の多くが，相談相手がいないために貧困に陥るケース
が多数あることを発見する。そして「貧困は人間関係が切れた結果」だと理解し，貧困対策として
「人間関係の再構築」を重視する傾向がある。
同様に「人間関係の再構築」という課題は，社会科学領域でも関心を高めている。キーワードは，
「社会関係資本（SocialCapital）」である。用語の意味をヤコブ（1965）は，ソーシャルキャピタル
とは個人間のネットワークであり，コミュニティにおいて，信頼，協力，共同行為の基礎となるも
のiとし，貴重な社会資源と位置づける。またフクヤマ（1995）によると，社会における「信頼」関
係とそれを生み出すネットワークに注目し，世界銀行の開発援助政策の柱として位置づけられたii。
パットナムら（1993）は人間の協調行動を活性化することによって社会の効率性を高めることができ
るとしたiv。
この背景には，市場の失敗や地域統合の崩れの要因として「社会資本の劣化」が認識されている。
この種の「社会関係資本（SocialCapital）」論には，社会ネットワークが生み出す「信頼」という概
念に着目し，社会問題や企業経営問題の円滑な解決，あるいは安定化，活性化にこれを役立てようと
する意図がある。
貧困を生み出す一つの要因が「人間関係の断絶」であるならば，その解決策としてこの「社会関係
資本（SocialCapital）」論は有効性を持つはずである。貧困理論としては未検討な部分を残している
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と思われるが，21世紀にはいってからの経験から，貧困化の一要因とする見方を仮説としてみれば
有意義なものといえよう。
貧困家庭の子どもの問題を考える上で，経済的な問題だけでなくもう一つの問題として人間関係が
切れてしまうことがある。現在貧困状態にあるものを救済する時，経済的支援として現金を給付すれ
ば一時的には良くなるがすぐに貧困状態に戻るケースも少なくない。貧困状態にある家庭ではさまざ
まなバリアー（経済，教育，友達，仕事，医療etc.）は人間関係（人とのつながり）の断絶に起因するこ
とが現象的にはよくあるといえる。その意味で人と人を結びつける支援＝福祉の支援が必要だと思わ
れる。
19世紀，ロバートオーエンは『新社会観』（1817）の中で，低賃金で働かざるを得なかった者
（またそれによって犯罪を犯す者）が持つ性格は，個人が生来持っているものではなく，その環境によっ
て決定されると教育の重要性を説いたvのである。つまり200年近く前から貧困の問題と教育は関連
付けられて考えられてきた。現代ではこれに加え福祉を結びつける支援が重要ではないか。
日本の貧困率は7人に1人の割合である。貧困は個人の問題とし個人の努力に任せておく自己責任
の時代は終わり，社会問題として捉える必要性が当然ある。イギリスではC.ブース等の社会調査に
より貧困は社会の問題であると指摘されてきた。その研究蓄積の上で，貧困問題を理解し克服するた
めに，福祉というものを関連付けて包摂する必要があると思われる。とりわけ貧困家庭の子どもの自
立支援を念頭に置くと，教育環境の理解において，貧困だけでなく，福祉を含めて考えることが求め
られている。本稿では先行研究のサーベイの分析を通じて，この教育環境認識の意義を明らかにした
い。 （永山）
I.先行研究の踏査
小椋（2010）は，義務教育期間の子どもへの奨学金制度の現課題を明からにしている。また，杉村
（2004）は，低所得貧困段階の現状として，その増大と社会病理の顕在化を指摘する。その上で，
「社会病理現象を伴った低所得貧困問題を，社会的排除という視点」（杉村 2004:65）から貧困と社
会的排除の構造を明らかにしている。そして「福祉はこの社会的排除に立ち向かうべきだ」（杉村
2004:71）と結論付ける。また，貧困を再生産しないため「自立」が必要だと考え，そのためには今
の日本の社会システムまたは企業等が求める人材として，学歴や資格などのある程度（これは義務教
育以上を意味するが，現実としては中等教育である高等学校等卒業でも求人は少ない。したがって専門学校や大
学等の高等教育機関レベル）の教育が必要であると考えることができる。
以上の先行研究から，義務教育期間の貧困家庭の子どもへの支援や，福祉が社会的排除にあってい
る貧困家庭の子どもたちに対応すべきであることまでは明らかにされているといえる。ただ高等教育
機関への進学およびその継続に結びつく支援に言及する研究はないように思われる。社会福祉分野は，
救貧対策から始まったといわれる。貧困対策とくに低所得貧困家庭の子どもたちへの対策を怠れば，
確実に貧困の再生産を生む。フリーターやニートの増加も同様である。
また，杉村（2004）も指摘しているように，低所得貧困問題を社会的排除という視点からみれば
さらなる問題を生む。子どもへの影響と考えても，児童虐待へのリスクの高まりや学校でのいじめや
不登校へとがることも考えられる。現にイギリス（TessRidge2002:2010『子どもの貧困と社会的排
除』）では，保護者が所得補助ないし求職者手当を受けている子どもが，受けていない子どもと比べ
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た時，いじめへの心配度が高く，無断欠席また停学や退学などの経験が高くなっている。
貧困の再生産をしないためにも，低所得貧困家庭の子どもたちに対して，高等教育機関における
「福祉＋教育＋経済」支援の必要性があるということである。当然，奨学金制度等の経済的支援は必
要であるが，しかしそれだけで教育の継続はできるのか。低所得貧困家庭の子どもの中には，奨学
金制度を利用している人もいる。しかし，保護者によってそれが学費ではなく生活費や借金の返済等
に回っているケースも少なくないといわれる。その時，保護者自身が教育の必要性を認識すること
（鳥山 2003，小西 2003などからもわかる），さらには子どもの自立への具体的なプロセスを描くことが
できるような支援，つまりは低所得貧困家庭へのソーシャルワーク的な支援が必要になる。このこ
とから総合的に支援できるスクールソーシャルワーカーの活用も考える必要がある。以下，分野ごと
の先行研究をみていくこととする。
1.福祉分野
小椋（2010）は，子どもの権利保障の視点から量的調査（関東地方の全市町村特別区にアンケートと
資料提供依頼）質的調査（基礎自治体の就学援助制度担当者，学校事務員，民生委員へのヒアリングと資料
提供依頼）を実施し，就学援助制度の実施体制の全容を明らかにしようとした。この中で，この実施
体制には，「受教育権保障の構図の不明瞭」（小椋 2010:16）さ，つまり「基礎自治体の取り組み次第
で貧困の世代的継承防止に対するリスクが変動する」（小椋 2010:16）ことを明らかにした。さらに，
近年の就学援助制度の周辺状況（貧困問題の顕在化や子ども手当の開始…）をふまえた上で，子どもの権
利保障制度としての就学援助制度のもつ課題は，「福祉分野とのかかわりから生じている史的問題／
子どもに関する国家政策／分権に伴う地方自治体における子ども支援の問題が交錯」（小椋 2010:16）
しており，今後は「子どもの権利に基づく，行政（あるいは学問）分野／研究実践の垣根を越えた
取り組みが不可欠」（小椋 2010:16）だと指摘している。
杉村（2004）は，低所得貧困段階の現状を厚生労働省の『低所得者の新たな生活支援システム検
討プロジェクト』報告書等から，その増大と社会病理の顕在化を指摘する。その上で，「社会病理現
象を伴った低所得貧困問題を，社会的排除という視点」（杉村 2004:65）から貧困と社会的排除の
構造を明らかにし，「福祉はこの社会的排除に立ち向かうべきだ」（杉村 2004:71）と結論付ける。
2.教育分野
小西（2004a）は，「義務教育段階における教育費補助である就学援助制度について，その現状と課
題を明らかにし，低所得世帯における教育費負担の軽減に対してどれほどの効果を持つのかを検討す
るために，北海道と道内4つの自治体から資料収集情報収集を行うと同時に，就学援助の支給額と
『子どもの学習費調査』における家庭の教育費負担とを照応し，就学援助制度の効果を検討」（小西
2004a:191）している。その結果，「国庫補助金が削減されていく中，援助率が急増し，自治体では経
費を負担し切れないとして認定基準の引き下げを検討しており，国庫補助金の拡充が必要であること
が示唆された。また，就学援助の支給額は家庭で負担する教育費の7割程度を補完しており，教育の
機会均等を推進していく上で重要な制度」（小西 2004a:191）であることがわかった。さらに，国や自
治体の就学援助制度に対する意識として「教育の機会均等という概念に対して，未だに救貧的発想を
抱いている」（小西 2004a:204）ことを指摘している。その上で，「教育の機会均等平等とは，けっ
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して『学校に行けるか行けないか』といった次元の問題ではない。義務教育段階のみ就学を保障する
ということではなく，その後の進学進路も含めた長期的な視点から，子どもの発達教育を保障す
ることが望まれる。それは少なくとも『基本財』の平等ということが求められ，義務教育の無償が授
業料と教科書の無償にとどまっている現在，低所得世帯への教育費援助制度である就学援助制度は，
不平等是正のために必要不可欠になっている」（小西 2004a:204）と指摘している。
青木（2005）は，教育費調達に焦点を当て，とくに貧困低所得世帯家族を対象に分析を行い，教
育社会学の課題を明らかにしている。分析の結果明らかになったのは，日本の教育費負担における
「家族主義」の強固な存在である。つまり，「文部科学省の調査でも，奨学金は『必要ない』（49.7％）
が約半分を占め，受給者は31.2％という状況の中で，しかも学生の平均収入の約7割が親からの
『給付』（親負担）である現実」（青木 2005:122）があり，これは，「圧倒的に教育費の『家族依存』シ
ステムに支えられて高等教育が在立し，その影響がまた『国の教育ローン』『福祉資金貸付就学資金』
に見る『家族主義の貫徹』ともいうべき状況を生み出している」（青木 2005:122）とする。またこの
ことが「教育費負担の『大変さ』が一般に嘆かれても，そのことがなかなか『社会問題』化しない一
つの要因が含まれている」（青木 2005:122）と指摘する。さらにこの家族主義がOECDデータからみ
ても国際的に比較しても日本の特徴となっている。つまり，日本はすべての教育段階における学校教
育費の『公私負担区分割合』においては「私費負担割合が高く」（青木 2005:123），中でも高等教育
費はさらにはっきりと「私費負担が半分を大きく越えて占め，公財政支出を大きく上回っている」
（青木 2005:123）ことからもわかる。これらのことは，「（本質的に）資源の不平等性を持つ家族制度を
なお社会の基盤に抱え込むことによって成り立つ社会システム」（青木 2005:124）は結果として「貧
困や排除された人々にとっては，機会の均等さえも実質的には保障されないような階層社会の限界を
露呈させている社会であり，現段階では，そのことがさらに強化されようとしている局面にある」と
いう。しかしそれについて「教育社会学だけでなく，教育行財政論などの領域においても，管見の限
り，この課題にまともに立ち向かっているものはなく，またその問題意識も弱い」（青木 2005:124）
と指摘している。
これらの論文によると，就学援助制度は教育の機会の均等や平等のために必要であることで共通し
ている。また不完全ではあるが，義務教育期間には公的な就学援助制度があるが，高等教育への進学
やその継続を考えた時，私的負担がさらに重くなることがわかる。
ただ，この問題に関して，福祉分野教育分野ともにあまり進んでいないことも明らかになった。
3.同一客体の縦断的調査の再集計分析から読み取れる事項『第7回21世紀出生児縦断調査（平成20年）』
（1） 調査概要と分析の視点
低所得貧困家庭の子どもたちに対して，高等教育機関における「福祉＋教育＋経済」支援のあり
方を，先行する調査研究の到達点をふまえて分析してみよう。注目される包括的な調査としては，厚
生労働省が同一客体を通年にわたって追跡している「21世紀出生児縦断調査」がある。これは同一
客体を大量に追跡した貴重な縦断調査で，平成13年度から実施され平成20年は第7回調査が行われ
た。ここでは紙面の都合で第7回報告書のみを扱う。
調査対象は，全国の2001年1月10日から17日の間および7月10日から17日の間に出生した子
のうち，厚生労働省が人口動態調査の出生票を基に調査客体を抽出した。調査時期は1月生まれは
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2008年1月18日，7月生まれは2008年7月18日（対象児の年齢7歳）である。配布数40,598，回収
数36,785，回収率90.6％である。本稿では，この調査項目のうち，家族構成年収階層別にみる子
どもの生活から分析可能な調査の結果を扱うこととする。
小西は，「調査報告:子どもの生活と社会階層北海道子どもの生活環境調査」（小西 2004b）と
いう論文で，2001年に実施された「北海道子どもの生活環境調査」の結果を北海道における子育て
期の親と子どもの生活に関して，社会階層の視点から分析を行っている。その結果を参考に，『第7
回21世紀出生児縦断調査（平成20年）』という調査を使い，社会資源としての人との関わりや，学習
への関わり，生活に関して，子育てに関しての思い，また子育てにかける費用という項目など子ども
の生活に関して，全国規模では家族構成や所得階層により違いがあるのかをみる。
（2） 家族の状況
誰と住んでいるかという同居状況をみると，90％以上が父母と同居しており，ひとり親家庭は，
全体の約8％（母子家庭が約7％，父子家庭が約1％）である。また，母子家庭では，母のみ又は母とき
ょうだいでの同居の方が多いが，父子家庭では，父と祖父母等の方が倍以上多い。
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表1【同居者の状況】
総 数 36,785 100％
父母と同居
総 数 34,032 92.5％
父母のみ 3,456 9.4％
父母ときょうだいのみ 22,763 61.9％
父母と祖父母 7,655 20.8％
父母とその他 158 0.4％
母のみ同居（母子家庭）
総 数 2,497 6.8％
母のみ又は母ときょうだいのみ 1,417 3.9％
母と祖父母等 1,080 2.9％
父のみ同居（父子家庭）
総 数 228 0.6％
父のみ又は父ときょうだいのみ 59 0.2％
父と祖父母等 169 0.5％
その他 28 0.1％
出所:第6表「子ども数構成割合，市群，同居者の構成，性，きょうだいの構成別」より八田作成
＊母のみ同居には，「別居単身赴任中」221件，父のみ同居には，「別居単身赴任中」5件，その
他にも「別居単身赴任中」1件も含まれている。（第10表より）
表2【父母の職業状況等】
母の就業状況 総数（1）＋（2）（父母と同居＋母親と同居）（1）父も同居
（2）父は別居
総数（①＋②） ①別居単身赴任中 ②その他
総 数 36,529（100％） 34,032（100％） 2,476（100％） 221 2,276
有 職 20,554（56.3％） 18,442（54.2％） 2,112（85.2％） 140 1,972
無 職 15,638（42.8％） 15,288（44.9％） 350（14.1％） 77 273
出所:第11表「母と同居している子ども数構成割合，母の職業の有無，きょうだい構成，父の単身赴任の状況別」よ
り八田作成
表3【「母と同居している子ども数構成割合，きょうだい構成，母の年齢，母の職業別等」】
総 数 無 職
有 職
不 詳
常 勤 パート 自営家業 内 職 その他
総 数 36,529（100％）
15,638
（42.8％）
6,306
（17.3％）
11,040
（30.2％）
2,174
（6.0％）
708
（1.9％）
326
（0.9％）
337
（0.9％）
出所:第14表「母と同居している子ども数構成割合，きょうだい構成，母の年齢，母の職業別等」より八田作成
次に父母の職業状況をみると，母親の56.3％が有職であるが，「父又は母と同居」という家族構成
の人の84.6％が有職で，他の家族構成に比べて割合が圧倒的に高い。母親の仕事の内訳をみると約
30％がパートアルバイトで，常勤で働いている人は約17％しかいない。父親の98％が「有職
学生」である。また，父親の就業状況では，いずれの家族構成でも90％以上が有職で，うち70％以
上が常勤である。このことから，母親は有職であってもその多くはパートアルバイトであり，父親
のほとんどが常勤であることと比べ就業形態は不安定で，それが収入の差にがっていると考えられる。
（3） 家族構成別にみる子どもとの関わり
1） 人との関わり
祖父母との関わりでは，「父母と祖父母」と同居家庭では，子育てに関してほとんどの家庭で協力
が得られているようである。その他の家族構成でも高い割合で協力が得られているようである。
近所の人との関わりでは，いずれの家族構成でも「子育てに大いに協力してもらっている」は
6～8％前後であり，祖父母に比べて協力がしてもらいづらい状況である。また，「ほとんどまった
くない」も40～50％であり，約半数の家庭で近所の人に子育て協力が得られていない状況がわかる。
特に18大都市では，地域での関わりの少なさがある。
父母の子育てに関する友人関係をみると，母親に比べ父親はそうした友人がいると答えた割合が少
ない上に，その友人の数も少なく，母親よりも子育てに関連する友人の数が少ないことがわかる。
家族構成別にみると，ひとり親家庭においては，母親に関して，「子育てに関連する友人がいない」
とする割合が他の家族構成よりも多くなっていた。また，「父母とその他」と同居という家庭では，
友人数が6～9人とした割合が他の家族構成よりも低く，10人以上とした割合が他の家族構成よりも
多くみられた。父親に関しては，「父母のみ」という家庭の父親が「子育てに関連する友人がいない」
とする割合が高い。また，子育てに関連する友人の数でみると，「父又は母と同居」家庭の父親は，
他の家族構成に比べ，10人以上とする割合が高い。
祖父母とでは子育ての協力は得られているようであるが，その他の地域や友人といった社会資源が
少なく，特に父子家庭の父親に関しては子育てに関する人的資源が不足する傾向にある。
2） 学習
ひとり親家庭の子どもは，他の家族構成の子どもに比べ「学校で友だちと会うのを楽しみにしてい
る」「学校の勉強を楽しみにしている」割合が低い。逆に，「学校の給食を楽しみにしている」「学
校で先生に会うのを楽しみにしている，信頼している」割合は高い。「学校行事」に関しては，どの
家族構成の子どもも90％が楽しみにしているが，「父母のみ」「父又は母と同居」家庭の子どもは若
干割合が低い。
母親が「授業参観，運動会，学芸会等の学校行事」「PTA，学校ボランティア等の保護者の活動
に参加している」に「ほとんどまったくしていない」割合が高いほど，子どもは，「学校で友だち
と会うのを楽しみにしている」「学校の勉強を楽しみにしている」「学校の給食を楽しみにしている」
「学校で先生に会うのを楽しみにしている，信頼している」「学校行事」に「いいえ」と答えている
割合が高い。また，母親が「それ以外での先生と話す機会がある」に「いいえ」と答えた割合が高い
ほど，子どもは学校生活について「いいえ」や「どちらともいえない」と答えている。
このことから，家族の学校への関わりが子どもの学校生活へも影響していることがわかる。
学校以外での勉強に関しては，どの家族構成でもほぼしており，30分未満と30分～1時間未満と
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答えている割合がどの家族構成でも80％弱を占めていた。
母親の学習への関わりの特徴をみると，多くの母親は子どもの学習に関わりを持っていることがわ
かる。ただし，「学校以外で勉強しない」（398人）だけをみると，「学校外で勉強している」と答えて
いる家庭に比べて，母親の学習への関わりが極端に少ない。また，父親と母親と比べると，父親は子
どもの学習への関わりが少ない。
習い事に関しては，ひとり親家庭と思われる子どもと「その他」とする家庭の子どもは，他の家族
構成に比べると習い事をしている割合が低い。
3） 生活
平成13年生まれの子ども専用の部屋がある割合をみると，ひとり親とみられる家庭では，家族人
数が少ないにもかかわらず，子どもの専用部屋がないものが50％いるということから，住居自体が
狭い（部屋数が少ない）ことが考えられる。
放課後の過ごし方をみると祖父母やその他と同居している家族構成の場合，「自宅」で「同居家族」
と過ごす割合がもっとも多くなっている。それ以外の核家族という家族構成の場合は，放課後過ごす
人は「友だち（学童保育含む）」がもっとも多くなっている。学童保育利用者が多いのかとも考えてし
まうが，「父母のみ」「父母ときょうだい」の放課後過ごす場所をみると「自宅」が70％強となって
いることから，放課後は友だちなどと子どもたちだけで過ごしていることがわかる。「父又は母と同
居」という，ひとり親とみられる家庭では，「自宅」が55％，「学童保育」が50％弱おり，学童保育
を利用している割合が，他の家族構成に比べ多くなっている。
放課後ひとりで過ごす時間に関しても，どの家族構成であっても7歳前後の子どもが，1時間弱で
も40％前後が放課後をひとりで過ごす時間があるということがわかった。
起床時間に関してはいずれの家族構成でも，登校日日曜日ともに違いはほとんどみられなかった。
起床時間別にみると，やはり登校日よりは日曜日の方が30分以上遅く起きる人が多いことがわかっ
たのだが，「その他」の家族構成が登校日日曜日と起床時間に違いがあまりないというのが，それ
以外の家族構成での違いとしてあった。
食事のとり方をみると，どの家族構成でも，ほとんどの子どもが朝食を家族で食べている。しかし
ながら，朝食を「ほぼ毎日食べない」「ときどき食べない」と答えたのも3.4％おり，「父母とその他」
「父又は母と同居」ではその割合が6％前後と他の家族構成と比べて倍以上になっていた。夕食に関
しても，どの家族構成でも90％以上の子どもが家族と食べていた。夕食でも，「ほぼ毎日食べない」
と答えたのが3人，「ときどき食べない」と答えたのが217人おり，割合としては大変少ないがいる
ことがわかった。
母親は家事も育児も「よくしている」としている割合がどの家族構成でも90％以上である。それ
に比べ，父親は，家事に関しては「ときどきする」「ほとんどまったくしない」がそれぞれ40％前
後の割合になっている。子育てに関しては「ときどきする」が60％前後，「よくする」が30～35％
前後となっており，家事に比べてはしているようであるが，母親と比べると家事育児ともにしてい
る割合は少ない。
家族構成別にみると，「父又は母と同居」の家庭の項目から，母との同居（母子家庭）が2,497件
（母子家庭），父との同居（父子家庭）が228件であることがわかる。これと他の家族構成を比較すると，
「母と同居している」家庭での母親の家事育児ともに「よくする」割合は他の家族構成に比べると
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低い。逆に「父と同居している」家庭での父親の家事育児に関しては，他の家族構成に比べると家
事に関しては3倍近く，育児に関しては2倍近く「よくする」と答えている割合が多い。
4） 子育てに関する思い
「子どもがいてよかったと思う」というのは，どの家族構成でもほぼ100％であるが「よかったと
思うことはない」とするのも割合としては極めて少ないが113人もいる。
「よかったと思うこと」の内訳をみると，「その他」という家庭以外の家族構成で「子どもの成長に
よろこびを感じる」「子どものおかげで家庭が明るい」「子どもとのふれあいが楽しい」が70％以上
の高い割合を示していた。
「負担に思うことや悩みがある」をみると，「父又は母と同居」が81.7％となり他の家族構成に比
べて負担に思っている割合が高い。また，その負担や悩みの内訳をみても，「父又は母と同居」のみ
「子どもと過ごす時間が十分に作れない」が44.3％で最も割合が高く，他の家族構成の倍以上の割合
で高くなっていた。「子育て出費がかさむ」「自分の自由な時間が持てない」「気持ちに余裕を持って
子どもと接することができない」が高い割合を示していた。
「子どもの日常生活で気になることや悩み」をみると，「その他」の家庭は50％ほどだが，他の家
族構成では70％以上の割合で「ある」としている。その内訳をみると，どの家族構成でも「食生活
に関すること（バランス，量，好き嫌い等）」「乱暴な言葉を使う」「子どもが言うことを聞かない」「テ
レビを見たりゲームをする時間が長い」「約束を守らないうそをつく」「勉強に関すること」などが
15～20％前後で高い割合を示していた。
（4） 母親の学歴と子どもの学習に関する関わり
ここでは，母親の学歴と子どもの学習への関わり方の関連性について検討した。その結果，中学卒
業という義務教育しか受けていない母親とそれ以上の学歴を持つ母親とでは違いがあることがわかる。
学校との関わりをみていくと，「授業参観等の学校行事」，「PTAなどの保護者の活動」では，他の
学歴と比べ中学卒業の母親の参加率が低いことがわかる。これは，経済的な状況もあり仕事等で参加
したくてもできない場合があるのかはわからないが，もしも参加したくないということであれば，子
どもや学校への関心の低さも指摘できる。また，「それ以外での先生と話す機会がある」の割合は他
の学歴よりも中学卒業の母親が高い。行事等以外で先生と話す機会があるというのは学校生活で子ど
もがなんらかの問題を抱えているからではないかと推測できる。そうだとすれば，母親の学歴と子ど
もの学校生活との関連性も指摘できるのではないだろうか。
子どもの家庭学習への関わりをみると，どの母親も「勉強するよう」に促しているが，具体的な勉
強への促しをみていくと中学卒業の母親は他の学歴の母親よりも「よくしている」割合が低く，どの
ようにすれば子どもが勉強するかといった具体的なアドバイスをしていないことがわかる。
習い事に関しても，中学卒業以外の学歴の母親の子どもが80％以上なんらかの習い事をしている
中，中学卒業の母親の子どもの半数がしていない。これは，母親自身が必要ないと思っているという
よりは家庭の経済的な状況の違いが関連しているのではないかと推測できる。
これらのことをみていくと，母親の学歴だけでなく，その家庭の経済的な状況が子どもの学習への
関わりには関連していると考えられる。その経済的状況がもし母親の学歴と関係しているのであれば，
母親の学歴によって子どもの学習，ひいては将来子どもの学歴にも影響を及ぼすと考えられる。
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（5） 所得別にみる子どもにかける費用
結果をまとめる前に，所得という部分では「父母が1年間に働いた年収」という聞き方をしている
ため，ひとり親家庭の場合養育費等が含まれていない点があり，その家庭の本当の所得とは違う場合
もある可能性が指摘できる。これらは，例えば年収100万未満の家庭の約25％が子育て費用に月
3～4万使っているのだが，これは，月収の半分を使用していることになり，これでは生活が成り立
たないのではないか。他に所得があると推測せざるをえない。
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表4【母親の学歴と子どもの学習に関する関わり】
母親の最終学歴 総 数 中学校卒 高校卒 専修専門学校短大高専卒
大学
大学院卒
その他
不詳
総 数 36,006（100％）
1,497
（4.2％）
13,577
（37.7％）
15,367
（42.7％）
5,358
（14.9％）
207
（0.6％）
学校行事 よく出席 34,247（95.1％）
1,362
（91.0％）
12,903
（95.0％）
14,765
（96.1％）
5,028
（93.8％）
189
（91.3％）
保護者活動
よくある 17,171（47.7％）
564
（37.7％）
6,380
（47.0％）
7,525
（49.0％）
2,618
（48.9％）
84
（40.6％）
ときどきある 13,207（36.7％）
575
（38.4％）
5,006
（36.9％）
5,594
（36.4％）
1,945
（36.3％）
87
（42.0％）
ほとんどない 5,482（15.2％）
350
（23.4％）
2,131
（15.7％）
2,189
（14.2％）
777
（14.5％）
35
（16.9％）
先生と話す機
会
よくある 4,500（12.5％）
233
（15.6％）
1,695
（12.5％）
1,865
（12.1％）
681
（12.7％）
26
（12.6％）
ときどきある 14,379（39.9％）
635
（42.4％）
5,573
（41.0％）
6,115
（39.8％）
1,987
（37.1％）
69
（33.3％）
ほとんどない 16,912（47.0％）
615
（41.1％）
6,215
（45.8％）
7,312
（47.6％）
2,661
（49.7％）
109
（52.7％）
勉強するよう
言う
よくある 22,108（61.4％）
904
（60.4％）
8,332
（61.4％）
9,530
（62.0％）
3,215
（60.0％）
127
（61.4％）
ときどきある 11,028（30.6％）
443
（29.6％）
4,228
（31.1％）
4,661
（30.3％）
1,638
（30.6％）
58
（28.0％）
ほとんどない 2,647（7.4％）
125
（8.4％）
934
（6.9％）
1,100
（7.2％）
472
（8.8％）
16
（7.7％）
勉強時間を決
めて守らせる
よくある 13,521（37.6％）
499
（33.3％）
4,712
（34.7％）
6,096
（39.7％）
2,149
（40.1％）
65
（31.4％）
ときどきある 13,195（36.6％）
516
（34.5％）
5,125
（37.7％）
5,618
（36.6％）
1,854
（34.6％）
82
（39.6％）
ほとんどない 9,000（25.0％）
455
（30.4％）
3,629
（26.7％）
3,543
（23.1％）
1,319
（24.6％）
54
（26.1％）
勉強をみる
よくある 21,929（60.9％）
856
（57.2％）
8,057
（59.3％）
9,685
（63.0％）
3,211
（59.9％）
120
（58.0％）
ときどきある 12,643（35.1％）
568
（37.9％）
4,968
（36.6％）
5,159
（33.6％）
1,873
（35.0％）
75
（36.2％）
ほとんどない 1,226（3.4％）
56
（3.7％）
471
（3.5％）
449
（2.9％）
243
（4.5％）
7
（3.4％）
勉強の確認
よくある 28,617（79.5％）
1,145
（76.5％）
10,714
（78.9％）
12,393
（80.6％）
4,211
（78.6％）
154
（74.4％）
ときどきある 6,140（17.1％）
270
（18.0％）
2,378
（17.5％）
2,516
（16.4％）
939
（17.5％）
37
（17.9％）
ほとんどない 1,033（2.9％）
64
（4.3％）
404
（3.0％）
376
（2.4％）
180
（3.4％）
9
（4.3％）
習い事をしている 27,066（75.2％）
774
（51.7％）
9,105
（67.1％）
12,365
（80.5％）
4,660
（87.0％）
162
（78.3％）
習い事をしていない 8,844（24.6％）
721
（48.2％）
4,430
（32.6％）
2,964
（19.3％）
685
（12.8％）
44
（21.3％）
出所:第44表「母と同居している子ども数構成割合，出生月，母の学歴，母の学校との関わり方別」／第80表「母と
同居している子ども数構成割合，出生月，母の学歴，母の学習への関わり方別」／第92表「母と同居している子
ども数総数に対する割合，母の学歴，習い事等の種類（複数回答）別」より八田作成
所得別にみると，やはり年収が高くなるにつれて子どもにかける費用も高くなる傾向がわかる。今
回の調査は子どもが7歳ということもあり，子育て費用に関して所得ごとの差もあまりなかった。し
かし，子どもの年齢が高くなるにつれて，例えば私立に通わせるか，塾に行かせるか等で所得と子育
て費用との関連は出てくるのではないだろうか。また，そのことが子どもの学歴にも影響を及ぼすの
ではないかと推測できる。
今回使用した調査の問題点として，母親の学歴と所得，家族状況との関連が今回の調査結果からで
はわからないという点，また家族の同居状況に関してもひとり親かどうかも曖昧であるという点があ
る。しかしながら，この部分の関連性を明確にすることこそが重要なのではないか。
子どもの学力（教育）と家庭の所得（経済），人間関係というネットワーク（福祉）間には深い関連
がみられる。それは，文部科学省が行った「第17回全国学力学習状況調査の分析と活用の推進に
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表5【父母の総収入額】
総 数
100万
未満
100～
200万
未満
200～
300万
未満
300～
400万
未満
400～
500万
未満
500～
600万
未満
600～
700万
未満
700～
800万
未満
800～
900万
未満
900～
1,000万
未満
1,000万
以上
不 詳
36,785
（100％）
1,003
（2.7％）
989
（2.7％）
1,701
（4.6％）
3,676
（10.0％）
5,479
（14.9％）
5,665
（15.4％）
4,775
（13.0％）
3,548
（9.6％）
2,604
（7.1％）
1,518
（4.1％）
4,117
（11.2％）
1,710
（4.6％）
出所:第198表「子ども数構成割合，1ヶ月の平均子育て費用，父母の総収入額，1ヶ月の子育て費用別」より八田作成
表6【子ども数構成割合，1ヶ月の平均子育て費用，父母の総収入額，1ヶ月の子育て費用別】
総
収
入
100万
未満
100～
200万
未満
200～
300万
未満
300～
400万
未満
400～
500万
未満
500～
600万
未満
600～
700万
未満
700～
800万
未満
800～
900万
未満
900～
1,000万
未満
1,000万
以上
不 詳
総
数 1,003
（2.7％）
989
（2.7％）
1,701
（4.6％）
3,676
（10.0％）
5,479
（14.9％）
5,665
（15.4％）
4,775
（13.0％）
3,548
（9.6％）
2,604
（7.1％）
1,518
（4.1％）
4,117
（11.2％）
1,710
（4.6％）
構
成
割
合
の
多
い
順
番
2～3万
未満
（25.5％）
2～3万
未満
（27.2％）
2～3万
未満
（29.5％）
2～3万
未満
（28.6％）
2～3万
未満
（31.3％）
2～3万
未満
（29.7％）
2～3万
未満
（29.3％）
3～4万
未満
（27.4％）
3～4万
未満
（26.6％）
3～4万
未満
（28.3％）
3～4万
未満
（22.0％）
2～3万
未満
（22.1％）
3～4万
未満
（24.7％）
1～2万
未満
（23.2％）
1～2万
未満
（24.5％）
1～2万
未満
（24.6％）
3～4万
未満
（24.3％）
3～4万
未満
（25.7％）
3～4万
未満
（26.9％）
2～3万
未満
（25.7％）
2～3万
未満
（23.9％）
2～3万
未満
（23.2％）
6万
以上
（20.5％）
不詳
（20.8％）
1～2万
未満
（21.7％）
3～4万
未満
（22.9％）
3～4万
未満
（22.8％）
3～4万
未満
（22.3％）
1～2万
未満
（20.7％）
1～2万
未満
（18.0％）
1～2万
未満
（15.2％）
1～2万
未満
（14.2％）
4～5万
未満
（15.6％）
4～5万
未満
（14.3％）
2～3万
未満
（22.1％）
1～2万
未満
（17.8％）
出所:第198表「子ども数構成割合，1ヶ月の平均子育て費用，父母の総収入額，1ヶ月の子育て費用別」より八田作成
表7【学校にかかった費用のある子ども数構成割合，1ヶ月の平均学校にかかった費用，父母の総収入額，
1ヶ月の学校にかかった費用別】
総
収
入
100万
未満
100～
200万
未満
200～
300万
未満
300～
400万
未満
400～
500万
未満
500～
600万
未満
600～
700万
未満
700～
800万
未満
800～
900万
未満
900～
1,000万
未満
1,000万
以上
不 詳
総
数 942 895 1,601 3,529 5,315 5,523 4,675 3,470 2,539 1,473 4,006 1,346
１
ヶ
月
に
学
校
に
か
か
っ
た
費
用
構
成
割
合
の
多
い
順
番
5千～
1万未満
（56.9％）
5千～
1万未満
（52.6％）
5千～1
万未満
（57.6％）
5千～1
万未満
（63.6％）
5千～1
万未満
（65.1％）
5千～
1万未満
（65.7％）
5千～
1万未満
（67.0％）
5千～
1万未満
（66.6％）
5千～
1万未満
（63.8％）
5千～
1万未満
（63.8％）
5千～
1万未満
（58.5％）
5千～
1万未満
（58.9％）
1～2万
未満
（22.1％）
1～2万
未満
（23.9％）
1～2万
未満
（22.0％）
1～2万
未満
（21.2％）
1～2万
未満
（19.2％）
1～2万
未満
（17.8％）
1～2万
未満
（16.9％）
1～2万
未満
（16.1％）
1～2万
未満
（16.6％）
5千
未満
（16.2％）
1～2万
未満
（17.0％）
1～2万
未満
（20.4％）
5千
未満
（14.2％）
5千
未満
（16.9％）
5千
未満
（14.7％）
5千
未満
（11.5％）
5千
未満
（11.9％）
5千
未満
（13.2％）
5千
未満
（13.0％）
5千
未満
（13.5％）
5千
未満
（15.7％）
1～2万
未満
（14.9％）
5千
未満
（14.6％）
5千
未満
（13.2％）
出所:第204表「学校にかかった費用のある子ども数構成割合，1ヶ月の平均学校にかかった費用，父母の総収入額，
1ヶ月の学校にかかった費用別」より八田作成
関する専門家会議」の中で，大阪大学 志水教授が「『所得が低い世帯ほど豊かな人間関係による学力
へのプラス効果が大きい。人間関係が学力を支えるセーフティーネットになっている』と強調し，低
所得層がさまざまな支援を持てるような支援の必要性を訴えた」（静岡新聞 20101114）ことからも
わかる。
さらに今回分析した調査では，家庭の所得と親世代の学歴との関連性も曖昧であった。母親の学歴
別にみる子どもの学校や学習への関わりでは，学歴差がでている部分もあった。しかし，それは母親
の学歴だけでの違いなのか，学歴の違いによる家庭の所得の違いなのかは明確ではない。だからこそ，
福祉教育貧困という3つの関連性がわかる調査方法が必要なのである。
まとめ
以上のように，先行研究から貧困家庭の子どもへの高等教育機関への進学およびその継続に結びつ
くような支援のあり方に関しての研究は福祉教育分野ではほとんど進んでいないことがわかった。
また，調査に関しても，所得親世代の学歴との関係と子どもに及ぼす影響に関してはいまだ曖昧で
あり，組み直し等による再分析に耐えるだけの総合的包括的な調査はなかった。
注
i 杉村宏（2010）『人間らしく生きる 現代の貧困とセーフティネット』放送大学叢書8 左右社 2025.
i Jacobs,J.（1965）TheDeathandLifeofGreatAmericanCities,NY:ModernLibrary.
ii Fukuyama,F.（1995）Trust;TheSocialVirtuesandtheCreationofProsperity,NY:Simon&
Schuster（加藤寛（1996）『信なくば立たず』三笠書房）
iv Putnam,R.etal.（1993）MakingDemocracyWork:CivicTraditionsinModernItaly,NJ:Princeton
UniversityPress.パットナムの理論は，地域福祉の組織政策を貫く理論と多くが重なる。
v Owen,Robert（1817）A New View ofSociety,London:Longman（楊井克巳（1954）『新社会観』岩
波文庫）
引用文献
・青木紀（2005）「貧困低所得家族の教育戦略の現実から何が見えるか社会教育学の課題」『北海道大学大
学院教育学研究科紀要第97号』，105126．
・小椋佑紀（2010）「就学援助制度の実施体制子どもの権利保障の視点から」（日本社会福祉学会第58回秋季
大会自由研究発表レジュメ），123．
（50）
表8【子ども数総数に対する割合，父母の総収入額，習い事等の種類（複数回答）別】
総収入
100万
未満
100～
200万
未満
200～
300万
未満
300～
400万
未満
400～
500万
未満
500～
600万
未満
600～
700万
未満
700～
800万
未満
800～
900万
未満
900～
1,000万
未満
1,000万
以上
不 詳
総 数
1,003
（2.7％）
989
（2.7％）
1,701
（4.6％）
3,676
（10.0％）
5,479
（14.9％）
5,665
（15.4％）
4,775
（13.0％）
3,548
（9.6％）
2,604
（7.1％）
1,518
（4.1％）
4,117
（11.2％）
1,710
（4.6％）
習い事等を
している
628
（62.9％）
499
（50.5％）
908
（53.4％）
2,273
（61.8％）
3,850
（70.3％）
4,261
（75.2％）
3,814
（79.9％）
2,913
（82.1％）
2,222
（85.3％）
1,304
（85.9％）
3,677
（89.3％）
1,197
（70.0％）
習い事等を
してない
372
（37.1％）
489
（49.4％）
789
（46.4％）
1,395
（37.9％）
1,611
（29.4％）
1,391
（24.6％）
949
（19.9％）
627
（17.7％）
378
（14.5％）
206
（13.6％）
431
（10.5％）
499
（29.2％）
＊父母の総収入額＝年収
出所:第90表「子ども数総数に対する割合，父母の総収入額，習い事等の種類（複数回答）別」より八田作成
・厚生労働大臣官房統計情報部編（2010）『第7回21世紀出生児縦断調査（平成20年）』
・小西祐馬（2004a）「就学援助制度の現状と課題」『北海道大学大学院教育学研究科紀要第95号』，191205．
・小西祐馬（2004b）「調査報告:子どもの生活と社会階層北海道子どもの生活環境調査」『教育福祉研究第
10－（2）号』，1739．
・静岡新聞（2010）11月14日 「人間関係学力に影響も 低所得世帯対象 専門家が学テ結果分析」
・杉村宏（2004）「日本における貧困と社会的排除」『教育福祉研究第10－（1）号』，6373．
・杉村宏（2010）『人間らしく生きる 現代の貧困とセーフティネット』放送大学叢書8 左右社 2025．
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